
























































































CHO CHO MYINT 
1 • 基礎教育に関する学校制度
ミャンマーの公教育における学校制度は、 5-4-2制である。学校はすべて国立であり、授業料は
なく無償制であるが、後期中等学校にあたる第9学年と第10学年は授業料が科される。学校数、
教師数、児童生徒数ともに増加してきており基礎教育の公平な拡張の結果、量的な拡大が見られ、
現在で平均で二つの村（町）に一つの小学校があるが、近い将来においてはすべての村（町）に
一つの小学校を設置することが目指されている。
2. 基礎教育の目標
ミャンマーにおける基礎教育の目標は五つ設定されている。知的な労働者を育てること。職業
教育の基礎を用意すること。理科の授業を優先すること。国家の文化を発達させるための芸術の
授業を優先すること。大学教育のための教育的基礎を築くこと。これらの目標のもとに、教育が
行われている。
3. 学校の教育課程と経済教科の歴史的変遷
1948年の独立に伴い、 1952年に教育政策の方針が立てられた。すべての国民に3R's(読み、書
き、算数）の基礎を与えることを保証し、また体力、知力、道徳性、社会性、経済性の '5つの
力’を各人にあたえることが基本とされた。その後1962年以降に、主要な教育課程の改革が行わ
れた。 5-4-2制の導入、教科を「科学」と「文系」のグループに編制する等の改革である。その中
で「経済」は「文系」の科目として位置づけられ、「社会主義経済」「ミャンマーの経済構造」「共
同の経済」「会計学入門」の四つの教科書に基づいて教えることとなった。 1977年には「経済」は
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「地理」と結びつき、それぞれ半分の内容を扱うこととなった。また「会計学入門」は1977年以降
廃止された。第2次の全面的な基礎教育の改革は1981-85年の間に行われた。小学校に英語が導入
され、教育課程も刷新された。その中で「経済」は「文系」の中の選択教科とされ、第9、第10学
年の教科書も作成され、これらは英語で記述された。現在の教育改革は、 1933年から実施されて
おり、「経済」は社会科学の一つの領域として高等学校の教育課程の中に位置づけられている。
4. 各教科の現状
現在のカリキュラムは、 1単位時間45分、週あたり35時間、年間196日であり、これはどの学年
にも共通であり、初等段階では「ミャンマー」という自国の言語、文化を教える総合的な科目の
時間数が、週あたり 15時間と多くなっている。
5. 高等学校段階・基礎教育における経済教育
高等学校での経済教育の目標は四つある。ミャンマーの社会状況を含む各経済綿門についての
知識を提供し、自国を愛する心を育てること。天然資源についての理解を図ること。
基本的な経済概念（貨幣、金融、貿易等）を提供すること。経済的知識に基づいて、ミャンマー
の経済に貢献できるようにすること。以上の四つの目標がある。「経済」の教師は70%程度が大学
で経済学の専門科目を取得しており、授業内容も経済全般にわたっている。
6. ミャンマーの最近の教育研究
基礎教育局および教育委員会の指導と監督のもとで、ミャンマー教育研究所が教育研究と教育
開発活動に責任を持っている。現在では、カリキュラムの開発、女性のための基礎技術訓練計画、
初等教育開発計画、教員養成学部・機関の強化と向上、等について、教育研究が進められている。
（粕谷知之）
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